平成２７年度　第３回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２７年５月２０日（水）午後１時３０分～午後２時４５分
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】　　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　　　　　委　　員　　中　原　　　都
　　　　　　　　　委　　員　　上　田　博　久

【事務局職員】　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　　　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　    　  長　　富　山　哲　明　　

　　　　　　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　　　　長　　河　村　　　淳　　

　　　　　　　　　係　　長　　古　川　真　史
【傍聴者】　　　　なし
	４　議　題


議案第１号　平成２７年度鳥取県警察官採用試験（警察官Ａ（１回目））の第１次試験合格者の決定について

　　議案第２号　人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部改正について（勤勉手当関係）

　　議案第３号　人事委員会告示の一部改正について（選考により採用又は昇任させる職）

　　議案第４号　「２０１５年度給与勧告等に関する要求書」に対する回答について

　　議案第５号　解雇予告の除外認定について
	５　議事の公開・非公開


議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、議案第１号、第４号及び第５号を非公開、議案第２号及び第３号を公開とすることについて全員の合意を得た。

	６　議　事


１　議案第１号

　　平成２７年度鳥取県警察官採用試験（警察官Ａ（１回目））の第１次試験合格者の決定について事務局が説明し、原案のとおり決定した。

２　議案第２号

人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部改正（勤勉手当関係）について事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】
以下のとおり人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部を改正する。

（１）改正する規則等の名称

①期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則（昭和41年鳥取県人事委員会規則第４号）

②期末手当及び勤勉手当の運用について（昭和41年２月１日付発鳥人委第12号）

（２）概要

平成26年の人事委員会勧告を受けて、職員の給与に関する条例が一部改正され、期末・勤勉手当の支給割合が引上げられたことをふまえ、勤勉手当の成績区分ごとの成績率の適用範囲等を定めている人事委員会規則等について所要の改正を行うもの。


＜勤勉手当に係る条例改正の内容＞（一般の職員）

○ 支給割合を年間0.05月分引上げ（H26年勧告前1.45月分 → 1.5月分）

【平成26年度】

12月期を0.05月分引上げ（H26年勧告前 0.725月分 → 0.775月分）

　※平成26年12月に規則等改正済み。

【平成27年度以降】

６月期及び12月期を各0.025月分引上げ（H26勧告前0.725月分 → 0.75月分）

　※今回規則等を改正する。

（３）改正の内容

①本年６月以降支給分の勤勉手当にかかる成績区分ごとの成績率の適用範囲について改正する。

【成績区分ごとの成績率の適用範囲の考え方】

・「良好（標準）」･･･ 年間支給割合の引上げ分の1/2相当（半期分）を引上げ。

・「特に優秀」の上限 ･･･ 年間の支給割合の1/2相当（半期分）の2倍。

・上記以外 ･･･「良好（標準）」に対する現行の比率を維持。

　　　※ 懲戒処分を受けた場合の成績率は通知で規定、その他は規則で規定している。

②本年６月以降支給分の勤勉手当にかかる職員の区分ごとの支給総額の上限について改正する。

（４）施行期日

　　　平成27年６月１日

【質　疑】

委　員
規則案の改正前の部分は平成２６年１２月の改正結果を反映させたものということでよいか。

事務局

そのとおり。

委　員
運用通知で定めている成績率はどういう内容か。

事務局

処分などがあった場合の成績率は運用通知によっている。なお、成績が良い人に適用する成績率については、規則で枠を設定しており、その中でどの率にするのかは任命権者が決定する。

３　議案第３号
　　人事委員会告示の一部改正（選考により採用又は昇任させる職）について事務局が説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】
　　以下のとおり人事委員会告示の一部を改正する。

（１）告示の名称

　　　選考により採用又は昇任させる職（平成18年鳥取県人事委員会告示第１号）

（２）改正内容

現在、公文書館において進められている「新鳥取県史編さん事業」では、専門知識等を有する専門員が歴史の各年代の担当ごとに史料の調査研究、刊行物の編集業務等に従事している。

公文書館の専門員の職は、その専門性が高く競争試験による能力実証が困難となるおそれがあると考えられるため、その採用は選考によることとし、また、前例のない新たな職であることから、当面は選考実施前に人事委員会の承認を求めることにより選考方法の妥当性等を審査するため、新たに「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を要するもの」として定める。

（３）施行期日

平成27年５月26日
【質　疑】

事務局

　　現在の３人の専門員は教育委員会から（知事部局へ）人事交流で来ているが、急遽１名やめられる。

教育委員会から補充がきかないということで今回直接採用するが、編さんの期間が限定されており任期付で採用したいということである。最終的にはそのように承認申請が上がってくる形となる。

文化財主事の任期付と同じような形になる。

委　員
　　規則（告示）には載り続けるのか。

事務局

　　そうである。　

　　今後は教育委員会から人事交流の一環で職員を補充しなくても、（知事部局が）採用しようと思えば直接採用できるようになる。

委　員
　　我々も（面接しても）わからないだろう。

委　員
　　やむを得ないだろう。経験等がいる特別なもの。

事務局

　　文化財主事と一緒で、どんな論文を書いて研究しているかを事前審査の段階でみて、本審査では一般的な試験というよりは、専門に係る論文試験と面接をすることになると思う。

委　員
　　応募者はあるのか。

事務局

　　任期付だと年齢制限はかからないため６０歳を超えても応募はできるが、あるかどうかはわからない。
４　議案第４号
「２０１５年度給与勧告等に関する要求書」に対する回答について事務局が説明し、原案のとおり決定した。
５　議案第５号
解雇予告の除外認定について事務局が説明し、原案のとおり決定した。
	７　次回人事委員会の開催


　　　平成２７年６月３日（水）午前１０時から開催することとした。
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